
総合評価方式の運用（令和６年４月） 新旧対照表 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

１．４ 基本事項（共通事項） 

（２）申請書、確認資料、証明資料、追加資料について  

6)  年度内同一工種における重複する証明資料の省略について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．４ 基本事項（共通事項） 

（２）申請書、確認資料、証明資料、追加資料について  

6)  年度内同一工種における重複する証明資料の省略について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【10 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

１．６．１ 入札参加資格要件 

（１）必須事項 

5)  所定の資格要件を満たす主任技術者又は監理技術者を専任で配置できること。なお、特例監

理技術者の配置については、特記仕様書によるものとする。 

例： １級土木施工管理技士、又はこれと同等以上の資格を有する者 

a)  別記様式 1-2、別記様式 3（  技術者育成型の場合は「別記様式 3-2」を含む）に記

入すること。 

d)  特例監理技術者の配置についての適否、また、特例監理技術者を配置できる要件や兼

務を認める工事は、特記仕様書で示すものとする。特例監理技術者の配置を予定してい

る場合、別記様式 3-4 に記入すること。申請書及び確認資料提出後の審査では、別記様

式 3-4 のチェック状況の確認のみとし、要件を確認するための資料の提出は、落札決定

後に求めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．６．１ 入札参加資格要件 

（１）必須事項 

5)  所定の資格要件を満たす主任技術者又は監理技術者を専任で配置できること。なお、特例監

理技術者の配置については、特記仕様書によるものとする。 

例： １級土木施工管理技士、又はこれと同等以上の資格を有する者 

a)  別記様式 1-2、別記様式 3（若手技術者育成型の場合は「別記様式 3-2」を含む）に記

入すること。 

d)  特例監理技術者の配置についての適否、また、特例監理技術者を配置できる要件や兼

務を認める工事は、特記仕様書で示すものとする。特例監理技術者を配置する場合、別

記様式 3-4 に記入すること。申請書及び確認資料提出後の審査では、別記様式 3-4 のチ

ェック状況の確認のみとし、要件を確認するための資料の提出は、落札決定後に求める

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【12 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

１．７．３ 評価項目の設定及び評価基準等 

（１）各方式における評価事項について 

 

 

（２）特別簡易型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．７．３ 評価項目の設定及び評価基準等 

（１）各方式における評価事項について 

 

 

（２）特別簡易型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【19 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

【20 ページ】 

労働基準法の時間外

労働上限規制が令和

６年４月１日より建

設業にも適用される

ため、４週８休及び

現場一斉閉所日の取

り組みを促進し、長

時間労働や処遇の改

善を図る。 

 

【21 ページ】 

工事によっては、入

札参加資格の条件に

技術者の施工経験を

求める場合があるた

め、書きぶりを改

定。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（３）簡易型（Ⅰ型・Ⅱ型） 

a)  簡易型Ⅰ型 

 

 

 

b)  簡易型Ⅱ型 

 

 

 

 

（３）簡易型（Ⅰ型・Ⅱ型） 

a)  簡易型Ⅰ型 

 

 

b)  簡易型Ⅱ型 

 

 

 

 

 

【22 ページ】 

【24 ページ】 

労働基準法の時間外

労働上限規制が令和

６年４月１日より建

設業にも適用される

ため、４週８休及び

現場一斉閉所日の取

り組みを促進し、長

時間労働や処遇の改

善を図る。 

 

 

【23 ページ】 

【25～26 ページ】 

工事によっては、入

札参加資格の条件に

技術者の施工経験を

求める場合があるた

め、書きぶりを改

定。 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（４）標準型及び高度技術提案型 

a)  標準型 

 

 

 

 

b)  高度技術提案型 

 

 

 

 

 

 

 

（４）標準型及び高度技術提案型 

a)  標準型 

 

 

b)  高度技術提案型 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

【27 ページ】 

【30 ページ】 

労働基準法の時間外

労働上限規制が令和

６年４月１日より建

設業にも適用される

ため、４週８休及び

現場一斉閉所日の取

り組みを促進し、長

時間労働や処遇の改

善を図る。 

 

 

【28～29 ページ】 

【31 ページ】 

工事によっては、入

札参加資格の条件に

技術者の施工経験を

求める場合があるた

め、書きぶりを改

定。 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

１．７．５ 「①企業の能力等」における申請書等及び評価に関する留意事項 

（１） 同一工種(又は同種工事)の施工実績 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 2） 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

 

１．７．５ 「①企業の能力等」における申請書等及び評価に関する留意事項 

（１） 同一工種(又は同種工事)の施工実績 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 2） 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【34 ページ】 

年度の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【35 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 登録内容確認書竣工登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 工事成績評定通知書(写)[沖縄県土木建築部発注工事の場合] 
 工事内容等を証明する資料(契約書等(写))[コリンズ登録が無い又は同種工事の場
合]  

 出資比率を証明する資料(契約書等(写))[特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての
実績の場合] 

 

f)  特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての実績の場合は、出資比率を確認する資料により、

出資比率の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 登録内容確認書竣工登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 工事成績評定通知書(写)[沖縄県土木建築部発注工事の場合] 
 工事内容等を証明する資料(契約書等(写))[コリンズ登録が無い又は同種工事の場
合]  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【35 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（２） 同一工種の工事成績 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 7） 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 

e)  特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての実績の場合は、出資比率を確認する資料により、

出資比率の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 同一工種の工事成績 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 7） 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 

e)  特定ＪＶ又は経常ＪＶ       の場合は、出資比率を確認する資料により、出資比

率の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【37 ページ】 

年度の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【38 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（３） 優良建設業者表彰 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 2） 

c) 「県」は、以下を対象とする。 

  ○沖縄県土木建築部  ※技術・建設業課ホームページを参照 

 

 

d) 受賞した工事の部門等が当該発注工事と同じ部門となっている場合のみ評価する。 

 

 

 

f) 過去３年間とは、当該年度（公告日の属する年度）を含む直近の３年間である。受賞日（表

彰状記載日）の日付けにかかわらず、毎年８月１日を基準日とし、評価対象の年度を切り替え

る。（ただし、令和３年度～令和５年度内受賞分については、暫定措置の評価対象期間を次表※

１～３のとおり設定する。） 

 

評価対象期間の改定に伴う暫定措置 

  ※１ 令和３年度受賞分については、令和６年４月 30日公告工事までを評価対象とする。 

 ※２ 令和４年度受賞分については、令和７年７月 31 日公告工事までを評価対象とする。 

※３ 令和５年度受賞分については、令和８年７月 31 日公告工事までを評価対象とする。 

 

 

以降は、暫定措置なし。（令和６年度受賞分については、令和６年８月１日公告から令和９年７

月 31 日公告まで評価対象） 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

（３） 優良建設業者表彰 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 2） 

c) 「県」は、以下を対象とする。 

     ○沖縄県土木建築部   ※技術・建設業課ホームページ以下URL参照 
https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/doboku/gijiken/hyousyou/hyousyou.html 

 

d)  県農林水産部、県企業局、及び国の表彰は、受賞した工事の部門等が当該発注工事と同じ部

門となっている場合のみ評価する。なお、県土木建築部における表彰の部門は、土木部門、建

築部門、電気部門、管部門、造園部門である。 

 

f) 過去３年間とは、当該年度           を含む直近の３年間である。受賞日（表

彰状記載日）の日付けにかかわらず、毎年８月１日を基準日とし、評価対象の年度を切り替え

る。（ただし、令和３年度～令和５年度内受賞分については、暫定措置の評価対象期間を次表※

１～３のとおり設定する。） 

 

評価対象期間の改定に伴う暫定措置 

  ※１ 令和３年度受賞分については、令和６年４月 30日公告工事までを評価対象とする。 

 ※２ 令和４年度受賞分については、令和７年７月 31 日公告工事までを評価対象とする。 

※３ 令和５年度受賞分については、改定前と同様に申請書等提出期限日（自己評価表提出期限日）

までに受賞（表彰状記載日）した表彰から評価対象とする。評価対象の終了は令和８年７月 31

日公告工事までとする。令和８年７月 31日公告工事まで     とする。 

以降は、暫定措置なし。（令和６年度受賞分については、令和６年８月１日公告から令和９年７

月 31 日公告まで評価対象） 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【40 ページ】 

ＵＲＬは変更される

可能性があるため削

除。 

 

重複する不用な説

明を削除。 

 

 

【41 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【42 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

【沖縄県土木建築部の表彰の場合】 
 

 証明資料なし（沖縄県土木建築部技術・建設業課ホームページで確認する） 
【上記以外の表彰の場合】 

 表彰状(写) 
 登録内容確認書竣工登録(写) ※国の表彰の場合 

 
● 出資比率を証明する資料(契約書等(写))[特定ＪＶ又の構成員としての実績の場合] 
 （沖縄県土木建築部における特定ＪＶ工事への表彰の場合も含む） 

 

d)  特定ＪＶの構成員としての実績の場合は、出資比率を確認する資料により、出資比率の確

認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

【沖縄県土木建築部の表彰の場合】※技術・建設業課ホームページ以下ＵＲＬ参照 

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/doboku/gijiken/hyousyou/hyousyou.html 
 証明資料なし 
【上記以外の表彰の場合】 

 表彰状(写) 
 登録内容確認書竣工登録(写) ※国の表彰の場合 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【41 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

【42 ページ】 

ＵＲＬは変更される

可能性があるため削

除。 

 

 

 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（４） 登録基幹技能者等の活用 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 6） 

e)  配置する登録基幹技能者等について、元請（ＪＶの代表者および構成員も含む）又は下請

は問わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 登録基幹技能者等の活用 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 6） 

e)  配置する登録基幹技能者等について、元請                                 又は下請

は問わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【42 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（５） 手持ち工事量 ≪特別簡易型、簡易型(Ⅰ･Ⅱ型)、標準型≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 8） 

f)  年度毎の受注額算出については、契約書（改定契約書は含まない）における契約締結日の

属する年度を原則とする。建設工事請負仮契約書と契約書の契約締結日の年度が異なる場合、

契約書の契約締結日の属する年度を原則とする。また、「当初契約額が 1千万円未満の工事」

及び「改定契約書」は、受注額算出の対象としない。（Ａ、Ｂ） 

 

j)  債務負担行為工事は、「年度毎の支払限度額」を「年度毎の受注額（契約金額）」として評

価する。債務負担行為工事において、「年度毎の改定契約額を含まない受注金額(支払限度額)

が分かる資料」の提出がない場合、書類不備として、最低点に下方修正を行う。 

     ただし、当初契約締結日から２年度間に渡るゼロ債務負担行為工事（初年度の支払限度額が

ゼロ）の場合は、契約額を契約締結日の属する年度の受注額に計上することとし、「年度毎の

改定契約額を含まない受注金額(支払限度額)が分かる資料」の提出は不要とする。 

当初契約締結日から３年度間以上に渡る場合は、初年度の支払限度額がゼロであったとし

ても、「年度毎の支払限度額」を「年度毎の受注額（契約金額）」として評価し、「年度毎の

改定契約額を含まない受注金額(支払限度額)が分かる資料」の提出がない場合、書類不備とし

て、最低点に下方修正を行う。 

 

k)  公告日と当初契約締結日の年度が異なる場合、当初契約締結日の属する年度に計上する。 

 

 

 

l)  当該年度受注額がゼロの場合は評価を満点とし、当該年度受注額が有り過去３年間がゼロ

の場合は０点とする。 

 
 

 

 

（５） 手持ち工事量 ≪特別簡易型、簡易型(Ⅰ･Ⅱ型)、標準型≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 8） 

f)  年度毎の受注額算出については、契約書（改定契約書は含まない）における契約締結日の

属する年度を原則とする。建設工事請負仮契約書と契約書の契約締結日の年度が異なる場合、

契約書の契約締結日の属する年度を原則とする。また、「  契約額が 1千万円未満の工事」

及び「改定契約書」は、受注額算出の対象としない。（Ａ、Ｂ） 

 

j)  債務負担行為工事は、「年度毎の支払限度額」を「年度毎の受注額（契約金額）」として評

価する。債務負担行為工事において、「年度毎の改定契約額を含まない受注金額(支払限度額)

が分かる資料」の提出がない場合、書類不備として、最低点に下方修正を行う。 

     ただし、当初契約工期が  ２年度間に渡るゼロ債務負担行為工事（初年度の支払限度額が

ゼロ）の場合は、契約額を契約締結日の属する年度の受注額に計上することとし、「年度毎の

改定契約額を含まない受注金額(支払限度額)が分かる資料」の提出は不要とする。 

当初契約工期が   ３年度間以上に渡る場合は、初年度の支払限度額がゼロであったとし

ても、「年度毎の支払限度額」を「年度毎の受注額（契約金額）」として評価し、「年度毎の

改定契約額を含まない受注金額(支払限度額)が分かる資料」の提出がない場合、書類不備とし

て、最低点に下方修正を行う。 

 

k)  公告日と  契約締結日の年度が異なる場合、  契約締結日の属する年度でカウントす

る。 

 

 

l)  当該年度受注額がゼロの場合は評価を満点とし、当該年度受注額が有り過去３年間がゼロ

の場合は０点とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【45 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

【46 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【47 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



総合評価方式の運用（令和６年４月） 新旧対照表 

- 14 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【48 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



総合評価方式の運用（令和６年４月） 新旧対照表 

- 15 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【49 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 登録内容確認書受注登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 当初契約書(写) 
 年度毎の受注額(年度毎の支払限度額)がわかる資料(契約書第 40条等当該ページ写
し又は仮契約後の当該通知の写し等)[債務負担行為工事の場合] 

 工事内容等を証明する資料[コリンズ登録されていない場合] 
 出資比率を証明する資料(契約書等(写))[特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての
受注額の場合] 

 

f)  特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての受注額は、出資比率を確認する資料により、出資

比率の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 登録内容確認書受注登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 当初契約書(写) 
 年度毎の受注額(年度毎の支払限度額)がわかる資料(契約書第 40条等当該ページ写
し又は仮契約後の当該通知の写し等)[債務負担行為工事の場合] 

 工事内容等を証明する資料[コリンズ登録されていない場合] 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【50 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【51 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（６） 週休２日実施工事実績 ≪全型共通≫  

 

 

 

 

 

 

 

1) 評価に関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 週休２日実施工事実績 ≪全型共通≫  

 

 

 

 

1) 評価に関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【52 ページ】 

労働基準法の時間外

労働上限規制が令和

６年４月１日より建

設業にも適用される

ため、４週８休及び

現場一斉閉所日の取

り組みを促進し、長

時間労働や処遇の改

善を図る。 

 

 

 

 

【52 ページ】 

年度の改定 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 週休２日工事実施証明書(写)（沖縄県土木建築部及び沖縄総合事務局開発建設部） 
 工事成績評定通知書（写）(沖縄県土木建築部) 
 登録内容確認書竣工登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 工事内容等を証明する資料(契約書等(写))[コリンズ登録が無い場合] 
 出資比率を証明する資料(契約書等(写))[特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての
実績の場合] 

 

f)  特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての実績は、出資比率を確認する資料により、出資比

率の確認を行う。 

 

 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 週休２日工事実施証明書(写)（沖縄県土木建築部及び沖縄総合事務局開発建設部） 
 工事成績評定通知書（写）(沖縄県土木建築部) 
 登録内容確認書竣工登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 工事内容等を証明する資料(契約書等(写))[コリンズ登録が無い場合] 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【53 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【53 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（７） ＩＣＴ活用工事実績 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

（７） ＩＣＴ活用工事実績 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

【54 ページ】 

年度の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【54 ページ】 

年度の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【55 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 週休２日工事実施証明書(写)（沖縄県土木建築部及び沖縄総合事務局開発建設部） 
 工事成績評定通知書（写）(沖縄県土木建築部) 
 登録内容確認書竣工登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 工事内容等を証明する資料(契約書等(写))[コリンズ登録が無い場合] 
 出資比率を証明する資料(契約書等(写))[特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての
実績の場合] 

 

f)  特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての実績は、出資比率を確認する資料により、出資比

率の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 週休２日工事実施証明書(写)（沖縄県土木建築部及び沖縄総合事務局開発建設部） 
 工事成績評定通知書（写）(沖縄県土木建築部) 
 登録内容確認書竣工登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 工事内容等を証明する資料(契約書等(写))[コリンズ登録が無い場合] 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【55 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（９） 地域内での拠点の有無 ≪特別簡易型、簡易型(Ⅰ･Ⅱ型)、標準型≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 1-2） 

c)  特Ａのみ対象の工事は、原則評価項目として設定しない。（例えば、特ＡとＡが対象の工

事は、評価項目として設定する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 地域内での拠点の有無 ≪特別簡易型、簡易型(Ⅰ･Ⅱ型)、標準型≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 1-2） 

c)  特Ａ  対象の工事は、原則評価項目として設定しない。                                   

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【57 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（１０） 近隣地域での施工実績 ≪特別簡易型、簡易型(Ⅰ･Ⅱ型)、標準型≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 5） 

d)  特Ａのみ対象の工事は、原則評価項目として設定しない。（例えば、特ＡとＡが対象の工

事は、評価項目として設定する。） 

 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

（１０） 近隣地域での施工実績 ≪特別簡易型、簡易型(Ⅰ･Ⅱ型)、標準型≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 5） 

d)  特Ａ  対象の工事は、原則評価項目として設定しない。                                   

                  

 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【58 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

年度の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【59 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（１１） 難工事施工実績 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

 

（１１） 難工事施工実績 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【60 ページ】 

年度の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【60 ページ】 

年度の改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

【61 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 難工事施工証明書(写)（沖縄県土木建築部発行） 
 工事成績評定通知書（写）または 合格通知書(写) 
 出資比率を証明する資料(契約書等(写))[特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての
実績の場合] 

 

e)  特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての実績は、出資比率を確認する資料により、出資比

率の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 難工事施工証明書(写)（沖縄県土木建築部発行） 
 工事成績評定通知書（写）または 合格通知書(写) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【61 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

１．７．６ 「②技術者の能力等」における申請書等及び評価に関する留意事項 

（２） 同一工種(又は同種工事)の施工経験 ≪全型共通≫  

 

 

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 3） 

 

 

q) 技術者育成型において専任補助者を配置する場合は、別記様式 3-2 を提出すること。この場

合、配置予定技術者の評価は、別記様式 3-2 の「専任で補助する配置予定技術者」に替えて、

当該専任補助者で行う。 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 工事成績評定通知書(写) [沖縄県土木建築部発注工事の場合] 
 合格通知書(写) [沖縄県土木建築部発注工事の工事成績評定対象外工事の場合] 
 登録内容確認書竣工登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 工事内容を証明する資料(契約書等(写))[コリンズ登録されていない場合] 
 出資比率を証明する資料(契約書等(写))[特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての
実績の場合] 

 

f)  特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員としての実績は、出資比率を確認する資料により、出資比

率の確認を行う。 

 

１．７．６ 「②技術者の能力等」における申請書等及び評価に関する留意事項 

（２） 同一工種(又は同種工事)の施工経験 ≪全型共通≫  

 

 

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 3） 

 

 

q) 若手技術者育成型において専任補助者を配置する場合は、別記様式 3-2 を提出すること。こ

の場合、配置予定技術者の評価は、別記様式 3-2 の「専任で補助する配置予定技術者」に替え

て、当該専任補助者で行う。 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

 工事成績評定通知書(写) [沖縄県土木建築部発注工事の場合] 
 合格通知書(写) [沖縄県土木建築部発注工事の工事成績評定対象外工事の場合] 
 登録内容確認書竣工登録(写)[コリンズ登録の場合] 
 工事内容を証明する資料(契約書等(写))[コリンズ登録されていない場合] 

 
 

 

 

 

 

 

 

【72 ページ】 

工事によっては、入

札参加資格の条件に

技術者の施工経験を

求める場合があるた

め、書きぶりを改

定。 

 

 

 

 

【73 ページ】 

年度の改定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

【74 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（３） 優良技術者表彰 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 3） 

e) 「県」は、以下を対象とする。 

  ○沖縄県土木建築部  ※技術・建設業課ホームページ参照 

 

 

f) 受賞した工事の部門等が当該発注工事と同じ部門となっている場合のみ評価する。 

 

 

 

h) 過去３年間とは、当該年度（公告日の属する年度）を含む直近の３年間である。受賞日（表

彰状記載日）の日付けにかかわらず、毎年８月１日を基準日とし、評価対象の年度を切り替え

る。（ただし、令和３年度～令和５年度内受賞分については、暫定措置の評価対象期間を次表※

１～３のとおり設定する。） 

 

評価対象期間の改定に伴う暫定措置 

  ※１ 令和３年度受賞分については、令和６年４月 30日公告工事までを評価対象とする。 

 ※２ 令和４年度受賞分については、令和７年７月 31 日公告工事までを評価対象とする。 

※３ 令和５年度受賞分については、令和８年７月 31 日公告工事までを評価対象とする。 

 

 

 

以降は、暫定措置なし。（令和６年度受賞分については、令和６年８月１日公告から令和９年７

月 31 日公告まで評価対象） 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

（３） 優良建設業者表彰 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 2） 

c) 「県」は、以下を対象とする。 

     ○沖縄県土木建築部   ※技術・建設業課ホームページ以下URL参照 
https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/doboku/gijiken/hyousyou/hyousyou.html 

 

d)  県農林水産部、県企業局、及び国の表彰は、受賞した工事の部門等が当該発注工事と同じ部

門となっている場合のみ評価する。なお、県土木建築部における表彰の部門は、土木部門、建

築部門、電気部門、管部門、造園部門である。 

 

f) 過去３年間とは、当該年度           を含む直近の３年間である。受賞日（表

彰状記載日）の日付けにかかわらず、毎年８月１日を基準日とし、評価対象の年度を切り替え

る。（ただし、令和３年度～令和５年度内受賞分については、暫定措置の評価対象期間を次表※

１～３のとおり設定する。） 

 

評価対象期間の改定に伴う暫定措置 

  ※１ 令和３年度受賞分については、令和６年４月 30日公告工事までを評価対象とする。 

 ※２ 令和４年度受賞分については、令和７年７月 31 日公告工事までを評価対象とする。 

※３ 令和５年度受賞分については、改定前と同様に申請書等提出期限日（自己評価表提出期限日）

までに受賞（表彰状記載日）した表彰から評価対象とする。評価対象の終了は令和８年７月 31

日公告工事までとする。令和８年７月 31日公告工事まで     とする。 

 

以降は、暫定措置なし。（令和６年度受賞分については、令和６年８月１日公告から令和９年７

月 31 日公告まで評価対象） 

 

 

2) ＪＶに関する運用事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

【75 ページ】 

ＵＲＬは変更される

可能性があるため削

除。 

 

重複する不用な説

明を削除。 

 

 

【76 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【77 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

【沖縄県土木建築部の表彰の場合】 
 

 証明資料なし（沖縄県土木建築部技術・建設業課ホームページで確認する） 
【上記以外の表彰の場合】 

 表彰状(写) 
 登録内容確認書竣工登録(写) ※国の表彰の場合 

 
● 出資比率を証明する資料(契約書等(写))[特定ＪＶ又の構成員としての実績の場合] 
 （沖縄県土木建築部における特定ＪＶ工事への表彰の場合も含む） 

 

d)  特定ＪＶの構成員としての実績の場合は、出資比率を確認する資料により、出資比率の確

認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4)  申請書等の記載内容を証明する証明資料 

【沖縄県土木建築部の表彰の場合】※技術・建設業課ホームページ以下ＵＲＬ参照 

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/doboku/gijiken/hyousyou/hyousyou.html 
 証明資料なし 
【上記以外の表彰の場合】 

 表彰状(写) 
 登録内容確認書竣工登録(写) ※国の表彰の場合 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【77 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＵＲＬは変更される

可能性があるため削

除。 

 

 

 

 

問い合わせが多い件

について明記。 
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【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

（４） 継続教育(ＣＰＤ)の状況 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 3） 

 

 

 

 

「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止等に係る工事の総合評価方式の運用の改訂につ

いて」（令和３年３月２５日付土技第 1894 号）については、令和６年４月１日以降入札手続き

（公告）を開始する工事から廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 継続教育(ＣＰＤ)の状況 ≪全型共通≫  

 

1) 評価に関する運用事項（別記様式 3） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止等に係る工事の総合評価方式の当面の

運用」（令和３年３月 25 日土技第 1894 号）により、以下のとおり取り扱うこととしている。 

● 令和申請書及び確認資料提出期限日にかかわらず、証明期間の末日の日付が平成 31 年４

月１日以降となる継続教育（ＣＰＤ）単位取得証明書（写）を証明資料とする。 

 

今後、年度の途中においても当面の運用を見直す可能性があるため、次のホームページの更

新状況を確認すること。 

【沖縄県技術・建設業課ホームページ 公共工事品質確保に関する資料（総合評価方式）】 

https://www.pref.okinawa.jp/site/doboku/gijiken/kanri/jigyou/hinshitsu.html 

「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止等に係る工事の総合評価方式の運用の改訂につ

いて」（令和３年３月２５日付土技第 1894 号）については、令和６年４月１日以降入札手続き

（公告）を開始する工事から廃止する。 

 

 

 

 

【78 ページ】 

問い合わせが多い件

について明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【79 ページ】 

 「新型コロナウイル

ス感染症の拡大防止等

に係る工事の総合評価

方式の運用の改訂につ

いて（通知）」令和３

年３月２５日付土技第

１８９４号の廃止に伴

い、感染症流行前の運

用に戻る。 

 

 

 



総合評価方式の運用（令和６年４月） 新旧対照表 

- 29 - 

 

【新】令和６年４月 【旧】令和５年８月 備  考 

 

3)  記載内容を証明する証明資料 

c)  証明期間の末日が申請書及び確認資料提出期限日から直近１年以内の日付が含まれている

かを確認する。※自己評価型の場合、1.5 g)参照。 

 

 

 

3)  記載内容を証明する証明資料 

c)  証明期間の末日が申請書及び確認資料提出期限日から直近１年以内の日付が含まれて

いるかを確認する。※自己評価型の場合、1.5 g)参照 

ただし、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止等に係る工事の総合評価方式の当面の

運用」（令和３年３月 25 日土技第 1894 号）により、以下のとおり取り扱うこととしている。 

● 令和申請書及び確認資料提出期限日にかかわらず、証明期間の末日の日付が平成 31 年４

月１日以降となる継続教育（ＣＰＤ）単位取得証明書（写）を証明資料とする。 

 

今後、年度の途中においても当面の運用を見直す可能性があるため、次のホームページの更

新状況を確認すること。 

【沖縄県技術・建設業課ホームページ 公共工事品質確保に関する資料（総合評価方式）】 

https://www.pref.okinawa.jp/site/doboku/gijiken/kanri/jigyou/hinshitsu.html 

 

 

【79 ページ】 

 「新型コロナウイル

ス感染症の拡大防止等

に係る工事の総合評価

方式の運用の改訂につ

いて（通知）」令和３

年３月２５日付土技第

１８９４号の廃止に伴

い、感染症流行前の運

用に戻る。 
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